山梨県農業機械整備施設認定実施要領
第１条（目的）

　　近年の高性能・複雑化した農業機械の普及及び中古農業機械への需要の増加にかんがみ、これらの農業機械の整備施設の拡充強化を図り、その有効利用と適正な流通を促進させる必要がある。

このため、農業機械の整備施設の設備内容及び整備能力を公証して農業機械利用者の便に供し、整備施設の能力別に必要な事項を定めるものとする。
第２条（認定基準）

　　知事は、国が定めた農業機械整備施設設置基準（昭和44年5月31日付け44農政第2258号農林事務次官依命通達（以下「設置基準」という。））に基づき農業機械整備施設（以下「整備施設」という。）の能力別に認定を行うものとする。

第３条（認定の申請）

　　整備施設の認定（以下「認定」という。）を受けようとする農業機械整備事業者（以下「事業者」という。）は、整備施設ごとに農業機械整備施設認定申請書（様式第1号。以下、申請書という。）を全国農業協同組合連合会山梨県本部（以下「全農」という。）又は山梨県農業機械商業協同組合（以下「機械商」という。）を通じて知事に提出するものとする。
ただし、小型施設の申請については、全農及び機械商は、意見書（様式第2号）を添えて知事に提出するものとする。　
　　ただし、全農及び機械商自らが申請する場合は、直接知事へ申請するものとする。
第４条（申請の資格）

　　認定を受けようとする事業者は、県内に申請に係る整備施設を有するものでなければならない。

第５条（農業機械整備施設認定審査委員会の設置）

１　知事は、第３条の規定による申請があったときは、その審査を行うため、農業機械整備施設認定審査委員会（以下「審査委員会」という。）を開催する。

２　審査委員会の構成は、関係団体の代表、及び県関係機関等とする。

第６条（審査、認定）

１　必要に応じて実態調査を実施し、設置基準に適合していると認めたときは、これを認定するものとする。当該事業者に対しては、全農及び機械商を経由して認定書（様式第３号）を交付するものとする。これを認定しないときはその旨及び理由を当該申請者に通知するものとする。
２　認定基準に適合しているか否かの判定に際し、屋内作業場等に関する面積要件については、設置基準に示した分類別の面積のおおむね20％程度の減のものについて当該分類に適合するものと判定するものとする。
３　認定の期間は、認定した日から１０年間とする。

第７条（認定の内容）

認定にあたっては、認定基準の分類、呼称ごとの認定番号を付するものとし、認定番号に付する呼称の略称は、小型機械整備施設については「小型」、中型機械整備施設については「中型」、大型機械整備施設については「大型」とする。
第８条（認定の旨の表示）

　　第６条の認定を受けた事業者（以下「認定事業者」という。）は第６条の規定により交付を受けた認定書を屋内の見やすいところに掲示する。また、認定事業者である旨の標識を掲示する場合は、様式第４号のとおりとする。

第９条（認定内容変更の届出）
　　認定事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに届出書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。

　　（１）　氏名（法人にあっては代表者）又は名称を変更したとき。
　　（２）　整備施設の設置場所を変更したとき。
　　（３）　整備施設の改廃又は譲渡があったとき。
　　（４）　その他知事が必要と認めたとき。
第１０条（調査及び指示）

　　知事は、認定事業者の整備施設の設備内容又は認定書の掲示等について、必要に応じて調査を行い、その結果設置基準に適合していないと認めたときは、当該認定事業者に対し、その改善を指示するものとする。
第１１条（認定の取り消し）

　　知事は、認定事業者が第10条の規定による改善の指示に従わないときは、認定を取り消すものとする。

第１２条（認定書の返還）

　　前項の規定により認定が取り消されたとき又は農業機械の整備事業を廃止したときは、当該施設の認定事業者は、速やかに認定書を知事に返還するものとする。

第１３条（指導）

　　知事は、当該施設について第６条の規定に基づく認定を受けない者又は第11条の規定により認定を取り消された者が、第６条の規定に基づく認定書及び標識又はこれに類似するものを掲げないように事業者を指導するものとする。

（附則）

　　１　この要領に定めるもののほか、農業機械整備施設認定の実施に関し必要な事項は別に定めるものとする。

　　２　この要領は平成２３年５月２５日から施行する。

　　３　「山梨県農業機械整備施設認定要領」は廃止する。
